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概   要 

液状化の判定には応力的判定法（FL法）が標準的方法として使われている。液状化発生を直接的に支配する

物理量として損失エネルギーに着目したエネルギー的判定法も提案されてきたが実用には至っていない。こ

こでは前論文で提案されたエネルギーによる簡易液状化判定法をモデル地盤に適用し，異なる地震波に対し

て液状化判定を行い，FL法と対比した。その結果，両者の判定結果には大まかな整合性が認められるが均質

地盤では液状化しやすい深度に違いが現れること，エネルギー法ではFL法での応力低減係数に依らずとも地

震動の継続時間・周期成分などの影響が自動的に反映されることが示された。また，実際に液状化した東北

地方太平洋沖地震での浦安市の地盤や十勝沖地震での端野町の地盤を対象に2つの方法で液状化判定を行い，

実挙動との対比によりエネルギー法の特徴と可能性を明らかにし，既に実用的に使えることを示した。 
 
キーワード：液状化判定，エネルギー法，FL法，地震動特性，地盤条件 
 
 

1．はじめに 
 

液状化判定法は Seed-Idriss の研究 1)以来，力の釣り合い

に基づいた FL 法が標準的方法として使われてきた。一方，

液状化発生には地震時のくり返しせん断により地盤内部

で失われる損失エネルギーが密接に関わっているため，エ

ネルギー法による液状化判定も以前より提案されてきた
2)3)4)。 

2011 年東北地方太平洋沖地震のような継続時間の長い

海溝型地震や 1995 年兵庫県南部地震のような地殻内で起

きる短く激しい揺れの直下型地震に対しても統一的に液

状化判定を行うためには，エネルギーに基づいた方法が優

れていると思われる。それにも関わらず，エネルギーによ

る判定法は実務の場で使われるまでには至っていないの

が現状である。 
國生 5)6)は密度・細粒分含有率の異なる砂の三軸液状化

試験データをエネルギー的視点から分析し，供試体中の損

失エネルギーが繰返し応力の波数や振幅に関わらず間隙

水圧上昇や発生ひずみとほぼ一意的な関係があることを

示し，それに基づいたエネルギー的液状化判定の具体的方

法を提案した。さらにエネルギー法をモデル地盤に適用し，

同一地震動を入力させた FL 法と比較した。 
ここでは，前論文で提案されたエネルギーによる簡易

液状化判定法の可能性をさらに幅広く検討するために，

継続時間や卓越振動数の異なる地震動を均質モデル地盤

に入力し FL 法と対比しながら液状化判定に及ぼす影響

を検討する。さらに 2011 年東北地方太平洋沖地震で実際

に液状化した千葉県浦安市と 2003 年十勝沖地震で液状

化した北海道北見市端野町の地盤にその地点あるいはそ

の近傍で観測された地震波を入力し，エネルギー法と FL
法により液状化判定を行い，実際の液状化挙動との対比

からそれら判定法の適用性と特徴を調べる。 
  

2．エネルギーによる液状化判定法 

 

前論文 5)6)で提案されたエネルギー法による液状化判定

においては，砂地盤の液状化発生に必要な単位体積当たり

の累積損失エネルギーΔWに対して，地震波によりどれだ

けの上昇エネルギーEu が単位面積当たりに供給されるか

を検討する。ここではこの方法の骨子を紹介する。 
まず，FL 法と同様に地盤各部の液状化応力比 RL20は標

準貫入試験の N 値から細粒分を考慮し，例えば道路橋示

方書 7によって式(1)～(5)で算出できる。 
 

 RL20= {
0.0882√Na 1.7⁄                                    :Na≥14

0.0882√Na 1.7⁄ +1.6×10-6(Na-14)
4.5

  :14≤Na

  (1)
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ここに補正 N 値 Naは有効上載圧 98kPa 相当に換算した N1

と細粒分含有率 Fcによる補正係数 c1，c2（式(3)，(4)）か

ら式(2)によって求めている。 
 

Na=c1N1+c2         (2) 
 

 c1={
1.0                       (0%≤Fc<10%)
(Fc+40)/50       (10%≤Fc<60%)
Fc/20-1                     (60%≤Fc)

           (3) 

  

 c2= {0     (0%≤Fc<10%)
(F𝑐𝑐-10)/18   (10%≤Fc)

            (4) 

 
また換算 N 値 N1は標準貫入試験の N 値と有効上載圧σv

' か

ら式(5)で求めている (p0=98kPa) 。 
 

N1=1.7N/(σv
' /p0+0.7)               (5) 

 
次に液状化発生に必要な単位体積当たりの累積損失エ

ネルギーΔWを有効拘束圧 c で基準化した cW  をRL20

から式(6)で算出する。この関係式は相対密度や細粒分含

有率の大小に依らず一意的に定まるとの実験的知見が得

られている 5)6)。 
 
 ∆W/σc

' =0.032-0.48RL20+2.40RL20
2           (6) 

 
 また，損失エネルギーΔW とそれを発生させるために必

要な外部から与えるひずみエネルギーW との間には Drや

Fc によらず一意的に式(7)が成り立つことがやはり実験的

に示されている 5)6)。 
 
 W/σc

' =5.4×101.25× log (∆W/σc
' )             (7) 

 
これらの式を用いた具体的なエネルギー法の検討手順

を以下に示す。 

1) 対象地盤を標準貫入試験などの調査間隔に対応し厚

さ H=1~2m 程度の水平要素に分割する。 
2) 後に述べる FL 法と同様に各要素についての N 値と Fc

から式(1)～(5)により RL20 を計算する。さらに RL20 か

ら式(6)により液状化発生に対する基準化損失エネル

ギー cW    (軸ひずみ DA =5%) を決定する。 
3) cW   に対応した基準化ひずみエネルギー cW   を式

(7)により算定する。 
4) 各要素の有効上載圧 v からσc

' =(1+2K0)σv
' /3 とし，厚

さ H の各要素の WH を算定する。以下では，WH を
各要素の液状化エネルギー容量と呼ぶことにする。 

5) 地盤各水平要素での上昇エネルギーEuを計算する。そ

のため地表の加速度時刻歴を用いて，等価線形 1 次元

重複反射解析を行う。上昇エネルギーEuは，その要素

での上昇波速度波形 u （上昇波加速度波形の 1 回積分

で計算）を使って(𝑢̇𝑢)2を時間積分し，地層のインピー

ダンス ρVsを乗じた値を時間 t で積分することにより

次式で求める。 
 
Eu=ρVs ∫ (u̇)2dtt

0     (8)  
 

Euは時間 t についての単調増加関数であり，最終値を

Euf とし，これを判定に用いる。 
6) 各要素について，液状化エネルギー容量 WH と地震波

上昇エネルギー最終値 ufE の比 ufWH E を計算し，

その値が小さい要素ほど早く液状化し易いと考え，各

要素に i=1, 2, 3, ---の番号付けをする。その順に各要素

の ufWH E の値を加え合わせ，その累計（∑ (WH Euf⁄ )ii ： 
累積エネルギー比と呼び AER と表す）が式(9)のよう

に 1.0 に達するまでの要素が液状化すると考える。つ

まり，地震波動から供給されるエネルギーが液状化エ

ネルギー容量を賄える限界の要素までは液状化する

と考えていることになる。 

 

 

 
 

図 1 基盤上に載る層厚 10mの均質砂地盤モデル 
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∑(WH Euf⁄ )i

≡AER<1.0                                                          (9)
i

 

  
すなわち FL 法では各深度ごとに液状化抵抗と地震時せ

ん断応力の比により液状化判定するのに対し，エネルギー

法では各深度ごとのエネルギー比 ufWH E により判定す

るのではないことに注意が必要である。むしろ，地盤に供

給される全上昇波エネルギーを使ってエネルギー比の小

さい層から順に液状化してゆき，エネルギー比の累積値

ufWH E が 100%までの層が液状化すると考えるため，

個々の層だけでなく全体の層構成が判定結果に関わって

くることになる点が大きな特徴である。 
 

3．均質モデルでの異なる地震動による比較・検討 
 

ここでは，入力地震動の継続時間や卓越振動数が液状化

発生にどのような影響を与えるかを基本的に検討するた

めに，異なる地震動を単純な均質地盤モデルに入力し，エ

ネルギー法と FL 法により液状化判定を行い，エネルギー

法の特徴を調べる。 
 

(1) 地盤・地震条件 

図1に示すような工学基盤上の層厚10m，補正N値N1=8
で細粒分含有率 Fc=0 の均質砂地盤を，上から厚さ 2m ず

つ L1～L5 層に分割した地盤モデルを設定する。地下水面

は地表から 2m の深さで，不飽和の L1 層の湿潤密度を t
=1.8 t/m3，L2~L5 層の飽和密度を sat =1.9 t/m3 とする。

深度に対する N 値の変化は N1とσv
' の値から式(5)により逆

算し，S 波速度 Vsは道路橋示方書 7)に掲載された以下の経

験式(10)で N 値より計算する。 
 
  Vs=80N1 3⁄      (10) 
 

なお各層ごとに Vs は一定値とし，それぞれの中間深度で

の値を当てはめている。 
等価線形解析に用いるせん断剛性 G と減衰定数 D のひ

ずみ振幅依存性については，Hardin-Drnevich モデルを変形 
した次式を用いた 8）。 

0

1

1 ( / )r

G
G  




， 0

max 0 0
1

D D G
D D G

 
     

   (11) 

ここに，G0=初期せん断剛性，γrは G/G0が 0.5 となる指標

ひずみ，D0=初期減衰定数(D0=0.02)，Dmax＝最大減衰定数

(Dmax=0.28)，α, β=ベキ定数(α=0.83，β=1.44)である。指標 
ひずみ γr は平均主応力σc' = (1 + 2𝐾𝐾0) 𝜎𝜎𝑣𝑣′ 3⁄ に応じて変化

させ， γr=0.893×10-3(σc
' p0⁄ )0.5

 によって計算した 8)。 

地震動には地表最大加速度 PGA が 150cm/s2 程度の図

2.1,2.2 左列に示す 4 つの観測記録を使用した。東北地方

太平洋沖地震からは(a)M9.0Y 波（KiK-net/YMTH02 地表，

EW 方 向 ， 震 源 距 離 R=229km ， 地 表 最 大 加 速 度

PGA=148cm/s2），(b)M9.0T 波（KiK-net/TKYH12 地表，NS
方向，R=419km，PGA=158cm/s2）の 2 記録であり，新潟

県中越地震からは(c)M6.8N 波（KiK-net/NIGH08 地表，EW
方 向 ， R=68km ， PGA=140cm/s2 ） と (d)M6.8G 波

（ K-NET/GNM009 地 表 ， EW 方 向 ， R=106km ，

PGA=153cm/s2）の 2 記録である。以下ではマグニチュー

ドと地点名頭文字から成る略称で表すこととする。これら

 
 

図 2.1 液状化検討に用いた地表加速度波形(左列)と速度応答スペクトル(減衰定数 5%)(中列)，上昇エネルギー(右列) 

：東北地方太平洋沖地震での観測記録(a)(b) 
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の地震動の加速度時刻歴をモデル地盤に入力し，エネルギ

ー法と FL 法により液状化判定を行った。これらのうち新

潟県中越地震の 2 つの地震動(c),(d)については観測地震波

では両方法ともに液状化しない結果となったため，さらに

最大加速度を約 3 倍の PGA=450cm/s2 になるように振幅を

拡大した波形によっても液状化判定を行った。以下ではこ

れらの地震動を M6.8N3，M6.8G3 と表わして区別する。 
それぞれの速度応答スペクトルを図 2.1,2.2(a)～(d)の中

列に示す。M9.0Y は 1 秒以上の長周期ピークが最も卓越

し， M9.0T，M6.8N，M6.8G では相対的に長周期ピーク

が小さく短周期が卓越するようになることが分かる。また，

地震動の計算に用いた範囲は初動からほぼ主要動終了時

点までであり，その継続時間は図 2 に示すとおり東北地方

太平洋沖地震では 2 分を超えるのに対し，新潟県中越地震

は 20～30s と短い。 
図 2.1,2.2(a)～(d)右列には 4 つの地震動の加速度時刻歴

をモデル地盤に入力した等価線形解析で得られた各層で

の上昇波から式(8)で計算した上昇エネルギーの時刻歴を

示している。基盤での上昇エネルギーEu の最終値を比較

すると M9.0Y：Euf=78.3kJ/m2，M9.0T：Euf=4.19kJ/m2，

M6.8N：Euf=1.76kJ/m2，M6.8G：Euf=0.08kJ/m2 であり，M9.0Y
波が圧倒的に大きく，中越地震の M6.8G 波では極めて小

さいことが分かる。また，同じ M9.0 の地震でも M9.0T は

M9.0Y に比べて震源距離が 2 倍に近く，Euf は 1 ケタ小さ

な値となっている。 
 

 
 

図 3 4つの地震動で計算した最大加速度 αmax (a)と最大せん断応力 τmax (b)の深度分布 
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図 2.2 液状化検討に用いた地表加速度波形(左列)と速度応答スペクトル(減衰定数 5%)(中列)，上昇エネルギー(右列) 

：新潟県中越地震での観測記録(c)(d) 
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(2) FL 法による判定 

図 3(a)(b)には等価線形解析で得られたそれぞれ最大

加速度 αmaxと最大せん断応力 τmaxの深度分布を 4つの地震

動について示している。長周期が卓越した M9.0Y では短

周期が卓越した M6.8G に比べて深度方向に対する αmaxの

低減率は小さく，τmaxの頭打ち傾向が深くまで現れにくい

ことが分かる。また，新潟県中越地震の観測波形（observed）
については長周期が比較的卓越した M6.8N の方が M6.8G
より深くまで αmax，τmaxともに大きくなっている。さらに，

M6.8N ， M6.8G の地表最大加速度 PGA を約 3 倍

（PGA=450mc/s2）にした場合，各深度で αmax，τmaxが約 3
倍の値となっていることが分かる。 
一般的に行われている FL 法による液状化判定は， 

FL=R/Lで定義した FL 値が 1.0 を下回る時に，液状化が発

生するとするものである。ここで動的せん断強度比 R は，

各層での N 値と Fcから式(1)～(5)により深度 1m ごとに算

出した繰返し三軸試験の液状化強度比 RL20 より原地盤の

静止土圧係数 K0 を考慮してR=RL20(1+2K0)/3 により算定

する。一方，地震時せん断応力比 L については，地震時最

大せん断応力比 Lmaxから次式により算定する。 

 L=rnLmax=rn τmax σv
'⁄ =τ0/σv

'
   (12) 

 

ここにrn=τ0/τmaxは最大せん断応力 τmax を等価な繰返し数

と振幅 τ0の繰返し応力に低減する係数 1）である。この応

力低減係数 rnの値としては，次式 9）により地震マグニチ

ュード M から決めることとする。 

 
rn=0.1(M-1)     (13) 

 
式(13)から M=7.5 に対して得られる rn=0.65 は一般的に良

く用いられる値である。また，今回入力した地震波のマグ

ニチュード M=9.0，M=6.8 について式(13)より得られる応

力低減係数 rnはそれぞれ rn=0.80，0.58 となる。 
図 4に FL 法による液状化判定結果をまとめて示してい

る。図(a)のように東北地方太平洋沖地震の M9.0Y 波につ

いて rn=0.65（M=7.5）を適用すると，L2 層では FL>1.0 で

あり，L3～L5 層では FL<1.0 となり下の層ほど液状化しや

すいことになる。また，rn=0.80（M=9.0）を適用すると，

すべての層で FL 値が 1.0 を下回る結果となる。M9.0T 波

については深度方向に FL 値がほぼ一定となり，rn=0.65 を

適用するとすべての層で FL 値は 1.0 または多少大きな値

となるのに対し， rn=0.80 の場合にはすべての層で FL 値

が 1.0 を下回り液状化する結果になる。 
一方，図(b)のように新潟県中越地震の観測波（observed）

では図中の実線カーブのように rn=0.65，0.58 を適用した

場合にすべての層で FL>1.0 となり，さらに下の層へ行く

ほどFL値が特にM6.8Gではグラフの枠域を越えて大きく

なり液状化しにくくなる。 
次に PGA=450cm/s2 にスケールアップした結果を図 4(b)

に破線で示している。M6.8N3 の場合，FL≈0.5 で全層で激

しく液状化することになる。M6.8G3 では浅い L2，L3 層

の浅い層で液状化しやすい結果が得られ，M9.0Y での深

い層ほど液状化しやすい傾向とは異なっており，M6.8 の

短周期が卓越した地震動の特性を反映していると考えら

れる。 
 
 

 
 

 
 
 
 

図 4 4つの地震動による均質地盤モデルでの FL値の深度分布：東北地方太平洋沖地震(a)，新潟県中越地震(b) 
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(3) エネルギー法の判定と FL 法との比較 
前記２．で述べたエネルギー法の手順に従い，N1=8，

Fc=0 の条件から式(1)～(5)により計算した RL20=0.19 を使

うと式(6)，(7)から cW   =0.028， cW   =0.062 となる。各

水平要素の厚さを H=1m とし，静止土圧係数 K0=0.5 とし

て図 1 に示した σ’vから σ’cを計算し，各層での液状化エネ

ルギー容量 WH を計算する。 
図 5 上段には(a)東北地方太平洋沖地震波と(b)新潟県中

越地震波について水平要素の液状化エネルギー容量 WH
と L1～L5 各層での上昇エネルギーEuf の深度分布をそれ

ぞれ実線と破線で示している。これらの単位はすべて

kJ/m2 である。また，図 5(a)(b)の下段には対応する地震波

についてエネルギー法の判定結果を示している。エネルギ

ー法の手順 6）で述べたように各水平要素のエネルギー比

ufWH E の値と，さらにそれらの値を小さい層から順に

加えた累積エネルギー比 AER≡Σ ufWH E の深度に対する

変化を横軸にとり，縦軸の深さに対して示している。これ

より図(a)に示す M9.0Y 波については上昇波エネルギーEuf

は各要素の液状化エネルギー容量をはるかに上回り，エネ

ルギー比は勿論，累積エネルギー比 AER もすべて 1.0 以下

で全要素が液状化することになる。これに対し M9.0T で

は Euf がケタ違いに小さく，地下水位以深 1m 区間を除き

液状化しない。一方，図(b)に実線で示す新潟県中越地震

の観測波形（observed）については Euf が過小で AER がグ

ラフの枠域を越えて過大となり，まったく液状化の可能性

がない。 
表 1(a)～(d)には 4 地震動の FL 法とエネルギー法によ

る判定結果を比較し，液状化の可能性がある要素を色付け

して示している。 FL 法では液状化強度比 R， 2 つの応力

低減係数 rn に対応した地震時せん断応力比 L，その比の

FL を示している。エネルギー法では H=1m の水平要素ご

との WH と Euf の値とこれらの比(%)，それらの累積値

(%)AER，さらに液状化の順番を示している。また，液状

化対象層ではない地下水面より上部は除外している。 
これより，地震動のうち M9.0Y が最も液状化し易く，

rn=0.80としたFL法とエネルギー法のいずれでも全層が液

状化し，M6.8N と M6.8G ではいずれの方法でも液状化し

ない結果となる。特に M6.8G ではエネルギー比や AER が

過大となり大部分がグラフの表示範囲に入らない。またそ

の中間的な M9.0T 地震動ではいずれの方法でもある程度

の液状化を生じるか，その間際の状態となる。このように

FL 法とエネルギー法の判定結果は大まかには類似の傾向

となることが分かる。しかし M9.0T 地震動の結果を詳細

に見ると，FL 法では rn=0.80，0.65 のいずれでも全層で

FL=1.0 前後となりほぼ液状化しそうな判定であるのに対

し，エネルギー法では深度 3m からの 1m 区間でかろうじ

て液状化可能性があるが，それ以深は可能性が低い。つま

り液状化発生深度については明瞭な違いが現れる。 

 
図 5 4つの地震動による均質地盤モデルでの液状化エネルギー容量WHと上昇エネルギーEuf(上段)と液状化エネルギー比

WH/Eufと累積エネルギー比 AERの深度分布（下段）：東北地方太平洋沖地震(a)，新潟県中越地震(b) 
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新潟中越地震の M6.8NとM6.8Gの観測波形（observed）
については両判定法ともに液状化が全く生じない結果と

なったため，この 2 地震動に限って加速度を約 3 倍（地表

最大加速度 PGA=450cm/s2）にスケールアップし，再び液

状化判定した結果が図 4(b),5(b)の破線と表 1(e),(f)に示さ

れている。これより，M6.8N3 については FL 法では rn=0.65
だけでなく，rn=0.58 とした場合にもかなり深部まで同程

度に液状化するのに対しエネルギー法では浅い部分のみ

に限られ，M6.8G3 については FL 法では浅部のみ液状化

するのに対しエネルギー法では全く液状化しないことに

なり判定結果に大幅な違いが表れる。 
一方，表 1 の(a)と(e)を比較すると，最大加速度は 148gal

と 450gal で約 3 倍違うため FL 法によると後者の方がはる

かに FL が小さく激しく液状化することになるが，基盤で

の上昇エネルギーはそれぞれ Euf=78kJ/m2と Euf=18kJ/m2で

あるため，エネルギー法では前者で全層液状化するのに対

し後者では地下水面直下の L2 層のみに留まる。 
このように 2 つの判定法は大枠で整合している面もあ

るが，加速度が大きい割には上昇エネルギーの小さな短周

期の卓越した地震動では両者の不一致が目立ってくる。ま

た均質地盤においては，図 5 の下段や表 1 でのエネルギー

比 ufWH E の値から分かるように，液状化が発生しやす

い深度は FL 法では地震動の卓越振動数によって変化する

のに対し，エネルギー法では常に浅い方が先に液状化しや

すい傾向が見られる。 

 
4．千葉県浦安市地盤での比較検討 

 

2011 年東北地方太平洋沖地震では千葉県浦安市におい

て広い範囲で液状化が発生し，住宅や社会インフラに多大

な被害が発生した。特に，江戸川沿いの沖積地盤からなる

元町に比べて，1962 年以降に埋め立てた中町や新町に被

害が集中した。大量に噴出した噴砂の細粒分含有率は数

10%に達しており，それらはすべて非塑性であった。 
ここでは実際に液状化が生じた浦安市地盤を対象に液

状化判定を行い，FL 法との対比によりエネルギー法の可

能性を調べる。 
 
(1) 地盤・地震条件 
対象とした浦安市の地盤は元町の浦安市役所（液状化の

形跡なし）と，新町の高洲小学校校庭（液状化の形跡あり）

で約 3km の離隔距離である。東北地方太平洋沖地震本震

の地震波については前者では K-NET/CHB008 の地表 EW
方向波形（図 6(a)左列），後者では東京大学地震研が

GL-14m に設置した埋設型地震計の EW 方向波形（図 6(b) 

左列）を用い，地震計設置位置の地盤について液状化判定

を行った。計算に用いた地震動の継続時間は初動からほぼ

SH 波主要動の範囲と思われる時点までの 236 秒間とした。

図 6 の中列にはそれぞれの観測波形の速度応答スペクト

ルを示している。両者は類似しているが，高洲小学校の方

 

表 1 対象とした 4地震動による均質地盤モデルでの FL法，エネルギー法で得られた R・L値，FL値，上昇エネルギーEuf， 

液状化エネルギー容量WH，累積エネルギー比 AER 

 
 

(a) M9.0Y(東北地方太平洋沖地震)

(c) M6.8N観測波(新潟県中越地震)

L FL L FL
WH

(kN/m2)

Eu

(kN/m2)

WH/Eu

(%)

AER
(%)

順番

1
2
3 1.08 0.88 1.8 7 7 ①
4 1.08 0.88 2.2 8 16 ②
5 0.98 0.80 2.5 10 25 ③
6 0.98 0.80 2.9 11 36 ④
7 0.95 0.77 3.3 12 48 ⑤
8 0.95 0.77 3.6 13 61 ⑥
9 0.88 0.71 4.0 14 75 ⑦

10 0.88 0.71 4.4 15 90 ⑧

L1

L2 26.39

27.15L3

L4

L5

FL法
エネルギー法

R
rn=0.65 r n=0.80

0.13

0.12 0.14

0.13 0.16

0.13 0.16

0.14 0.17

28.27

29.47

深度(m)

L FL L FL
WH

(kN/m2)

Eu

(kN/m2)

WH/Eu

(%)

AER
(%)

順番

1
2
3 1.09 0.88 1.8 100 100 ①
4 1.09 0.88 2.2 120 220
5 1.00 0.81 2.5 121
6 1.00 0.81 2.9 138
7 1.06 0.86 3.3 148
8 1.06 0.86 3.6 165
9 1.03 0.84 4.0 175

10 1.03 0.84 4.4 191

深度(m)

L1

L2

L3

L4

L5

1.82

2.11

2.21

2.29

FL法
エネルギー法

R
rn=0.65 r n=0.80

0.13

0.11 0.14

0.12 0.15

0.12 0.14

0.12 0.15

L FL L FL
WH

(kN/m2)

Eu

(kN/m2)

WH/Eu

(%)

AER
(%)

順番

1
2
3 1.19 1.33 1.8 315 315
4 1.19 1.33 2.2 378
5 1.15 1.29 2.5 424
6 1.15 1.29 2.9 485
7 1.32 1.48 3.3 512
8 1.32 1.48 3.6 569
9 1.44 1.61 4.0 590

10 1.44 1.61 4.4 644

1
2
3 0.40 0.45 1.8 42 42 ①
4 0.40 0.45 2.2 51 93 ②
5 0.44 0.50 2.5 55 148
6 0.44 0.50 2.9 63
7 0.57 0.64 3.3 62
8 0.57 0.64 3.6 68
9 0.51 0.57 4.0 71

10 0.51 0.57 4.4 78

0.28

0.25

0.20

0.22

4.32

4.64

5.32

5.64

L1
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L3
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0.13

0.31

0.28
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0.25

FL法
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R
rn=0.65 r n=0.58

0.13

0.10 0.09

0.11 0.10

0.09 0.08

0.09 0.08

0.58

0.60

0.64

0.68

L2
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L5

深度(m)

L1

L FL L FL
WH

(kN/m2)

Eu

(kN/m2)

WH/Eu

(%)

AER
(%)

順番

1
2
3 1.49 1.67 1.8 4278 4278
4 1.49 1.67 2.2 5133
5 2.43 2.73 2.5 5570
6 2.43 2.73 2.9 6366
7 3.00 3.36 3.3 6798
8 3.00 3.36 3.6 7553
9 2.98 3.34 4.0 8007

10 2.98 3.34 4.4 8735

1
2
3 0.64 0.72 1.8 577 577
4 0.64 0.72 2.2 692
5 0.92 1.03 2.5 693
6 0.92 1.03 2.9 792
7 0.97 1.09 3.3 811
8 0.97 1.09 3.6 901
9 1.10 1.24 4.0 912

10 1.10 1.24 4.4 995

L4

L5

L1

L2

L3

L4

L5

0.13

0.19 0.17

0.11
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0.04
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0.05

(b) M9.0T(東北地方太平洋沖地震)

(d) M6.8G観測波(新潟県中越地震)

(e) M6.8N3 PGA=450cm/s2波(新潟県中越地震) (f) M6.8G3 PGA=450cm/s2波(新潟県中越地震)
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が多少長周期が卓越していることが分かる。図 6 右列に示

す基盤層で計算された上昇エネルギーEuf を比較すると，

浦安市役所：Euf=100kJ/m2，高洲小学校：Euf=146kJ/m2 で

あり，両者には約 1.5 倍の差がある。 
表 2(a)(b)にこれら 2 地点の地盤モデルと密度，N 値な

どを示す。両地点ともに地表付近の埋土層 B（B1，B2）と

その下の沖積砂層 As（As1，As2），沖積粘土層 Ac，硬質

粘土層 Nac があり，GL-40m 以深で N 値 50 以上の基盤層

Dg が現れ，基本的には類似した地層構造である。ただし，

埋立地にある高洲小学校では旧海底の As1 層と B 層の間

に浚渫埋立層 F が存在する点が異なる。また高洲小学校で

は As1 層を地中地震計設置深度の上下で①，②層に分割

している。地下水位は浦安市役所で G.L.-2.5m，高洲小学

校で G.L.-1.5m であり，これ以深の表 2 に矢印で示す範囲

にある砂質土（B，F，As1 層）を液状化判定対象としてい

る。基準化 N 値 N1については式(5)を用いて算出した。各

層の ρt や Vs については浦安市役所，高洲小学校の PS 検

層データを参考に決定し，Fc については非常にばらつい

た測定値を層ごとに平均し用いている。 

等価線形解析に用いるせん断剛性 G と減衰定数 D のひ

ずみ依存性については式（11）を用い，砂質土（B，F,As1）

に ついては D0=0.02 ， Dmax=0.28 ， α=0.83 ， β=1.44 ，

γr=1.47×10-3(σc
' p0⁄ )0.5

，粘性土（Ac，Nac）については

D0=0.03，Dmax=0.16，α=0.87，β=1.43，γrは σ’cに依らず 2.40

×10-3と設定した 8）。 
液状化判定を砂質土を対象として行う場合，含まれる細

粒土の塑性指数が問題となる。ここでは液状化により噴出

した砂に含まれていた細粒土がすべて非塑性（NP）であ

ったことから，とりあえず砂質土すべてについて非塑性と

仮定している。 
 

(2)  FL 法，エネルギー法による判定と比較 

まず FL 法については，図 7(a)(b)に等価線形解析で得

 
 

図 6 東北地方太平洋沖地震での加速度波形（左列）と速度応答スペクトル(減衰定数 5%)(中列)，上昇エネルギー（右列） 

：浦安市役所(a)，高洲小学校(b)  
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表 2 浦安市役所(a)と高洲小学校(b)の地盤モデル 

 

  
 

 

深度
(m)

層厚(m) 層タイプ N値
有効上載圧

σ v'

(kN/m^2)

N1
細粒分
含有率
Fc(%)

湿潤密度

ρ t(t/m
3
)

速度値

Vs(m/s)

(Initial)

0.0

(地震計)

11
44

140

115

(a) 浦安市役所

22.7
2.5

5.2

14.2

36.8

41.9

2.5

2.7

9.0

22.6

5.1

As1 9.6 160

Ac 0.4 0.2 1.60

Dg 50.0

Naｃ 4.8 2.0 1.65 180

B1 6.0 11.0 1.80 145

B2 3.0 55.9

106.3

212.5

295.2

2.00 350

98

50

40

62

4.1 1.80

9.6 1.90

液状化
対象層

深度(m) 層厚(m) 層タイプ N値
有効上載圧

σ v'

(kN/m^2)

N1
細粒分
含有率
Fc(%)

湿潤密度

ρ t(t/m
3
)

速度値

Vs(m/s)

(Initial)

14.0
(地震計)

52

95

23

52

96

95

35.7

38.7

1.5 B1 6.0 12.3 1.80 145

B2

2.0 As1②

0.0

1.5

3.7

6.7

16.0

9.2 1.90 160

1.8 3.0 1.80 98

19.7

5.0 Nac 4.1 2.0 1.65 180

3.0 As2 9.1 4.7 1.90 160263.8

Ac 0.9

13.2

35.1

52.6

93.6

102.4

192.6

2.00 350

2.2

(b) 高洲小学校

9.3 As1① 8.6

8.6 8.7 1.90 160

3.0 F 1.0 1.4 1.60 100

0.6 1.60 140

43.7
Dg 50.0

293.0

液状化
対象層
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図 7 浦安の 2地点での最大加速度 αmax (a)と最大せん断応力 τmax (b)の深度分布 

 

 

 
 

図 8 浦安市役所(a)，高洲小学校(b)の FL値の深度分布 
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られた最大加速度 αmaxと最大せん断応力 τmaxの深度分布を

2 地点について示している。最大せん断応力 τmaxの深度分

布は地表～G.L.-20m の範囲で 2 地点間に大きな違いがな

いことが分かる。前述の３．(2)の方法に従って各層の N
値と細粒分含有率 Fcから式(1)～(5)により深さ 1m ごとに

RL20 を 算 出 し ， K0=0.5 と 仮 定 し て 液 状 化 強 度 比

R=RL20(1+2K0)/3を求める。また図 7 に示す最大せん断応力

τmaxと表 2に示す有効鉛直応力 σ’vから地震時せん断応力 L
を式(12)により求め，FL=R/L で計算した FL 値を図 8にま

とめて示している。この際，M=9.0 に対応して rn=0.80 で

あるが，一般的値の rn=0.65 も用いている。 
浦安市役所について rn=0.65 を適用すると，B2，As1 層 

ともに一部の深度で液状化する可能性があり，rn=0.80
（M=9.0）を適用した場合についてはさらにその可能性が

高まる。高洲小学校では rn=0.65 を適用すると B2，F，As1
層で液状化し， rn=0.80 の場合にはほぼすべての深度で液

状化することになる。 
また，これらの FL 値の深度分布から式(14)により PL 値

を計算した。 
 
PL=∫ (1-FL)(10-0.5x)dx20

0           (14) 

 
rn=0.80 の場合に浦安市役所と高洲小学校それぞれで

PL=7.3，PL=30.7 となり，やはり後者の方が液状化の程度

は激しいという結果になる。 
次にエネルギー法については，前記２．で述べた手順に

従い，深さ 1m ごとの水平要素の N 値と Fcから式(1)～(5)
により RL20 を算出し，式(6)，(7)から cW   ， cW   を算

出した。上昇エネルギーEuf については図 6 のエネルギー

時刻歴の最終値を層ごとに読み取った。 
図9上段には各要素ごとの液状化エネルギー容量WHと

上昇エネルギーEuf の深度分布，下段には累積エネルギー

比とその累積値 AER の深度分布を 2 地点について(a)(b)そ
れぞれに示している。これより，液状化エネルギー容量

WH については，深度が 8m までは浦安市役所のほうが圧

倒的に大きいが，8m 以深では両者であまり差がない。一

方，上昇エネルギーEuf については高洲小学校のほうが浦

安市役所より約 50%大きくなっている。この結果，図 9
下段に示すように浦安市役所では B2，As1 層で AER<1.0
となって液状化し，高洲小学校では B2，F，As1 層すべて

で液状化することになり，後者の方がその程度が激しい。 
表 3には浦安市役所と高洲小学校での FL 法とエネルギ

ー法による判定結果を比較し，液状化可能性ありの要素を

色付けして示している。これより，浦安市役所ではエネル

ギー法と FL 法でほぼ同じ深度の B2，As1 層で液状化の可

能性が認められる。高洲小学校でも両判定法でほぼすべて
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の層で液状化する類似の傾向が見られる。また，両方法と

もに高洲小学校の方が浦安市役所より液状化の程度が激

しいことも整合している。 
図 10 には 2 地点の同一深度ごとに FL 値と WH/Euf の対

応関係を示している。既述のようにエネルギー法ではエネ

ルギー比 WH/Euf が小さい要素ほど早く液状化しやすいと

考えることが出来る。両地点ともに大まかには FL 値が大

きいほど WH/Euf も大きい右上がりの関係になっており，

FL 法で液状化しやすい深度はエネルギー法でも液状化し

やすい全体的傾向が確認できる。前出の均質地盤では両方

法の間で液状化しやすさに深度方向の違いが現れた。しか

し，実際の異なる物性値からなる多層地盤ではこのような

違いが目立たなくなり，両方法で液状化しやすい層の順序

に大まかな対応関係が見られることが分かる。 
これらの液状化判定結果を実際に生じた液状化実態と

比較する。高洲小学校のある浚渫埋立した中町・新町では

液状化被害が発生し，浦安市役所のある元町では被害が 
発生しなかったことから，浚渫埋立 F 層が液状化の主要因

と考えられる。また元町の埋土 B 層は液状化していない

と考えられるが，中町・新町での B 層についても元町と

は施工時期がかなり異なっているため液状化の可能性は

否定できない。一方，両地点に存在する As1 層について

は元町で液状化発生が確認されていないことから，今回液

状化しなかった可能性が高い。しかし，いずれの液状化判

 
 

図 9 液状化エネルギー容量WHと上昇エネルギーEufと液状化エネルギー比WH/Eufと累積エネルギー比 AERの深度分布 

：浦安市役所(a)，高洲小学校(b) 
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表 3 浦安市役所，高洲小学校の FL法，エネルギー法で得られた R・L値，FL値， 

上昇エネルギーEuf，液状化エネルギー容量WH，累積エネルギー比 AER 
 

   
 

 

(a)浦安市役所

L FL L FL
WH

(kN/m
2
)

Eu

(kN/m2)

WH/Eu

 (%)

AER
(%)

順番

1
2
3 25.75 207 168 7.13E+06 1.47E+07 ×
4 0.10 0.82 0.66 1.51 3 3 ①
5 0.16 1.32 1.07 10.10 21 37 ④
6 26 0.63 4.27 3.47 515.46 1059 ×
7 0.28 1.92 1.56 54.97 113 ×
8 0.26 1.76 1.43 46.17 95 ×
9 0.11 0.75 0.61 2.41 5 8 ②

10 0.17 1.18 0.96 14.19 29 116 ×
11 0.17 1.14 0.93 13.55 28 87 ⑥
12 0.17 1.18 0.96 16.30 34 ×
13 0.15 1.03 0.84 10.81 22 59 ⑤
14 0.11 0.78 0.63 4.02 8 16 ③

32.49

48.660.14

0.15

B1

B2

As1

0.12

0.18

44

40

11

深度(m)

FL法

r n=0.80細粒分
含有率

(%)

エネルギー法
r n=0.65

R

(b)高洲小学校

L FL L FL
WH

(kN/m
2
)

Eu

(kN/m2)

WH/Eu

 (%)

AER
(%)

順番

1 B1
2 0.17 1.22 0.99 3.72 10 53 ⑨
3 0.08 0.54 0.44 0.35 1 1 ①
4 0.11 0.63 0.51 1.00 3 7 ③
5 0.12 0.72 0.59 1.83 6 17 ⑤
6 0.11 0.63 0.51 1.23 4 11 ④
7 0.19 1.06 0.86 11.18 17 111 ×
8 0.24 1.35 1.10 28.93 45 ×
9 0.17 0.95 0.77 9.76 15 94 ⑫

10 0.15 0.84 0.68 6.76 10 64 ⑩
11 0.19 1.08 0.87 18.23 28 ×
12 0.13 0.74 0.60 4.95 8 25 ⑥
13 0.14 0.77 0.63 6.42 10 43 ⑧
14 0.15 0.84 0.69 9.62 15 79 ⑪
15 0.13 0.60 0.49 5.41 9 33 ⑦
16 0.09 0.41 0.33 1.69 3 4 ②

63.57

64.710.17 0.21

0.21 0.25

細粒分
含有率

(%)

FL法

r n=0.80r n=0.65

R
深度(m)

As1
①

As1
②

0.14

0.17

23

B2

52

F

52

95

0.17

0.20

エネルギー法

36.81

29.98
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定結果からも As1 層で液状化するかなりの層厚があるこ

とになり，実際の液状化履歴との整合性については疑問が

残る。 
この点については，まず今回液状化に関わる土に含まれ

るすべての細粒分を非塑性と仮定したことが原因となっ

ている可能性がある。さらに，F 層と As1 層での年代効果

の差異も関わっている可能性がある。これらは FL 法・エ

ネルギー法の違いに依らない原位置液状化強度の再評価

の課題であり，今後，別途検討が必要である。 
 
5．北海道北見市端野町地盤での液状化判定 

 

十勝沖地震は 2003 年 9 月 26 日に発生し，北海道襟裳岬

東南東沖深さ 45km を震源とした M8.0 の地震である。震

源に近い太平洋沿岸域を中心に港湾構造物やライフライ

ン施設に被害が生じた。その中で特異だったのは，図

11(a)に示すように震源から 230kmの遠距離で気象庁震度

4，PGA がわずか 50cm/s2 程度であったと思われる北見市

端野町で液状化が生じたことである。液状化は農地の数ヶ

所で起きたが，そのうち最大のものは火山灰質砂質土を埋

め戻した緩斜面において地中で液状化した砂が流動噴出

し，図 11(b)に示すように長さ 200m 巾 50m にわたり地表

面陥没を起した 10)。噴き出した砂は勾配の緩い溝の中を

泥流化して 1km 下流まで流れた。 

 

(1) 地盤・地震条件 

スウェーデン式サウンディング試験（SWS）により図

11(b)に示す 12 地点で調査を行った 10)。それらの試験デー

タ（貫入長 25cm 当り）を稲田 11）の換算式により 1m 区間

ごとに平均化して標準貫入試験 N 値に変換し，深度に対

して示したのが図 12 である。そのうち太線で示す調査点

1，7 を代表として選び出し，その N 値に基づき厚さ 1m
の水平要素に切り分けた地盤モデルを表 4(a)(b)のよう

に作成した。表における N1，Vs は式(5)，(10)を用いて算

出した。砂は平均粒径 D50=0.2mm で非塑性細粒分を含ん

でおり，細粒分含有率Fcは文献 10)により一律33%とした。 
地下水位は調査点 1 で G.L.-1m，調査点 7 で G.L.-2m であ

り，これ以深を液状化検討対象としている。 
等価線形解析に用いるせん断剛性 G と減衰定数 D のひ

ずみ依存性については式（11）を用い， D0=0.02，Dmax=0.28， 
α=0.83，β=1.44，γr=1.33×10-3(σc

' p0⁄ )0.5
と設定した 8）。 

地盤の地震時応力と上昇エネルギーを算定するため，表

4 の地盤モデルの地表に図 13(a)に示す K-NET/HKD054
（液状化地点からの距離 10km）で記録された地表 EW 方

向波形を入力した。地震動の継続時間は初動からほぼ SH
波主要動の範囲と思われる時点までの 100 秒間とした。図
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図 10 浦安地盤での FL値とエネルギー比WH/Eufの関係 

 

 

 

 

 
 
 

図 11 北見市端野町液状化対象地点概要 10) 
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図 12 対象地点の N値の深度分布 
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図 14 調査点 1，調査点 7の最大加速度 αmax (a)と最大せん断応力 τmax (b)の深度分布 

 

13(b)にはその速度応答スペクトルを示しているが，図

2(a)に示すM9.0Y地震動と同じく 3秒付近の長周期が卓越

していることが分かる。 
SWS 調査深度が約 5～7m まででありそれ以深の地盤構

造が不明であったため，表 4 の地盤モデルではその下に基

盤層 Vs=350 m/s を加え，それを解析に用いた。また基盤

層のVsによる影響を見るため調査点1ではVs=250，450 m/s
に変化させた検討と地盤構造の影響を考慮するため基盤

直上に N 値 10 で厚さ 5m の層を挿入した検討も行ってい

る。さらに，地震時の地下水位が必ずしも明瞭でないため，

その影響を考慮すべく調査点 7 の地下水位を基準とした

2m から 1m，3m に変化させ，その影響についても検討し

ている。 
 

(2)  FL 法・エネルギー法による判定と両者の比較 

まず FL 法について，図 14(a)(b)には等価線形解析で得

られた最大加速度 αmaxと最大せん断応力 τmaxの深度分布を

2 つの SWS 調査点 1，7 について示している。調査点 1 で

は基盤の Vsや地盤構造を変化させても αmax，τmaxにほとん

ど影響を与えない。すなわち通常の液状化判定法に従い地

表で設計地震入力を定めた場合には深部の地盤構造が表

層地盤の応答に与える影響が小さいことを示している。ま

た調査点 7において地下水位の条件を変えてもやはり αmax，

τmaxにはほとんど影響を与えない。また，３．(1)でのM9.0Y
地震動と同じく αmaxの深度方向の低減率は小さく，τmaxの

頭打ち傾向が深くまで現れにくい傾向が見られる。前記３．

(2)の手順にしたがい各層の N1 値と Fcから式(1)～(5)によ

り RL20 を算出し， K0 ＝ 0.5 と仮定し液状化強度比

 

表 4 対象とした 2調査点の地盤モデル：調査点 1(a)，調査点 7(b) 

     
 

     
図 13十勝沖地震での K-NET/HKD054の地表加速度波形(a)と速度応答スペクトル(減衰定数 5%)(b)，調査点 7の上昇エネルギー(c) 
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( a )  調査点1
深度(m) 層厚(m) N

有効上載圧

σ v'

( kN / m^2 )

N 1

細粒分
含有率

Fc( % )

湿潤密度

ρ t ( t/ m3)

速度値

Vs ( m/ s )

( I n i t i a l )
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( b )  調査点7
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R=RL20(1+2K0)/3を求める。また図 14(b)に示す最大せん断

応力 τmaxと表 4 に示す有効鉛直応力 σ’vから地震時せん断

応力比 L を式(12)により求め，FL=R/L により FL 値を算定

する。この際，十勝沖地震のマグニチュード M=8.0 につ

いて式(13)より得られる応力低減係数 rn=0.70 を rn=0.65 と

共に用いている。 
図 15(a)，(b)に調査点 1 と 7 での FL 法による液状化判

定結果をまとめて示している。rn=0.65 と rn=0.70 で FL 値

はほとんど変わらず，図中に実線で示すように調査点 1，
7ともにすべての深度で FLは 1.0を大きく上回りまったく

液状化しない結果となった。 

調査点 1 では基盤の Vs を標準ケースの 350m/s 以外に

250m/s と 450m/s に変化させたが，図(a)に示すようにカー

ブが重なってしまう。N=10，層厚 5m の層を挿入した場合

でも同様に，FLは 3.0 前後となりまったく液状化しない結

果となった。また調査点 7 で地下水位を標準ケースの

GL-2m から GL-1m と GL-3m に変化させると，図(b)に示

すように当然ながら地下水位が浅いほど FL 値が小さくな

る全体的傾向が読み取れる。GL-1m の場合には新たに液

状化対象層に加わる 1～2m の層では N 値が大きいため，

FL 値も増加する結果となるが，いずれの場合にも液状化

発生からは程遠いと判断される。 

 

 

 
 

図 16 液状化エネルギー容量WHと上昇エネルギーEufの液状化エネルギー比WH/Euf(上部)と累積エネルギー比AERの深度分布 

(下部)：調査点 1(a)，調査点 7(b) 
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図 15 2つの調査点での FL値の深度分布：調査点 1(a)，調査点 7(b) 
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次に前記２．に記したエネルギー法の手順に従い，各層

の N1値と Fcから式(1)～(5)により RL20を算出し，式(6)，
(7)から cW   ， cW   を算出し，エネルギー法による液状

化判定を行う。 
図 16の上段に液状化エネルギー容量 WH と上昇エネル

ギーEuf の深度分布，下段にエネルギー比と AER の深度分

布を(a)調査点 1 と(b)調査点 7 についてそれぞれ示してい

る。これよりエネルギー法では両地点ともに地下水面直下

の L2～L4 で液状化可能性があるとの判定結果が得られる。 
調査点 1 で基盤 Vsを標準ケースの 350m/s から変動させ

た場合や基盤層の直上に N=10の層を挿入した場合の影響

は無視できること，さらに調査点 7 で地下水位を標準ケー

スから変動させた場合については多少の影響が出るが，い

ずれにしても地下水面直下の層で液状化する結果となる。 
表 5には 2 調査点での FL 法とエネルギー法による判定

結果の比較を示している。両者の評価結果は明確に分かれ，

エネルギー法では液状化するという判定結果になり，実際

の液状化履歴とも整合するのに対して，FL 法は実挙動と

は大きく反する判定結果が得られる。つまり，加速度は小

さく発生せん断応力は小さいが継続時間や周期成分から

ある程度大きなエネルギーを有する地震動が引き起こす

端野町のような液状化現象は，最大せん断応力と応力低減

係数による FL 法では評価しきれず，エネルギー法によら

ざるを得ないことを示している。 
以上の評価には，SWS に基づいた N 値・S 波速度の評

価や入力地震動の決め方などにかなりの不確定性が含ま

れており，液状化判定結果も定量的には当然その影響を受

けると考えられる。ただし本研究の主目的が FL 法・エネ

ルギー法の相対的対比であり，これらの不確定性は両判定

法の結果に同じ定性的影響を及ぼすと想定される。したが

ってこれら不確定性によってエネルギー法の方が実際の

液状化挙動に近いとの今回得られた結果を逆転させるも

ことにはならないと思われる。 
 
6．まとめ  

 
 エネルギー法とFL法を均質モデル地盤に適用し，M=9.0，
6.8 の地震による 4 種類の地表観測地震動を入力して液状

化判定を行い，以下の知見を得た。 

1) ここで選んだ 4 つの地震動の範囲では，マグニチュー

ド M に応じて応力低減係数 rnを調整した FL 法とエネ

ルギー法は大まかには整合する結果を与える。 
2) ただし，加速度は大きいがエネルギーは小さいような

短周期が卓越する地震動で両者の食い違いが目立つ

ようになる。 
3) さらに食い違う点として，FL 法によれば長周期地震

動では深い深度のほうが液状化しやすいのに対し，短

周期では浅い深度が液状化しやすい傾向が見られる。

一方，エネルギー法では，均一砂層地盤では地震動に

依らず常に浅い深度のほうが液状化する傾向が見ら

れる。  
 また，東北地方太平洋沖地震の浦安市や十勝沖地震の北

見市で実際に液状化した地盤のモデルに地震波を入力し，

FL 法とエネルギー法から液状化判定を行ったところ，以

下の知見を得た。 
4) 浦安市では FL 法・エネルギー法ともに，浦安市役所

と高洲小学校の両地点ともに液状化する層が存在し，

後者の方が液状化の程度が前者より激しいことなど，

両方法の判定結果にはある程度整合が見られる。また，

均質地盤とは異なり，液状化しやすい層の順序も両方

法で大まかな対応関係が認められる。ただし FL 法で

は応力低減係数 rn の値如何で結果に巾が出るため，

その決め方に適切な判断を要するのに対し，エネルギ

ー法では一意的に結果が得られる。 
5) FL 法・エネルギー法ともに埋立地ではない浦安市役

所でも液状化することになり，実際の液状化挙動とは

一致していない。この点を解決するには砂質土に含ま

れる細粒土の塑性的性質の影響や年代効果について

さらに検討が必要である。 
6) 北見市端野町の判定結果によれば，FL 法では液状化

は全く生じず実際の液状化履歴と反するのに対し，エ

ネルギー法では浅い深度から液状化する傾向が見ら

れる。つまり，このような加速度は小さいがエネルギ

ーは大きな地震動については，エネルギー法による判

定に依らざるを得ないことを示している。 
これらの知見を集約すると，応力低減係数 rn を適切に

調整した FL 法とエネルギー法の比較によれば多くのケー

スで類似の判定結果を与える。しかし，加速度が大きい割

 

表 5 対象とした 2調査点の FL法，エネルギー法で得られた R・L値 FL値，上昇エネルギーEuf， 

液状化エネルギー容量WH，累積エネルギー比 AER：調査点 1(a)，調査点 7(b) 
 

  
 

 

(a) 調査点1

L FL L FL WH
(kN/m2)

Eu

(kN/m2)

WH/Eu

(%)

AER
(%)

順番

0.5 L1
1.5 L2 0.10 0.04 2.34 0.05 2.17 0.43 3.32 18 18 ①

2.5 L3 0.11 0.05 2.12 0.06 1.97 0.76 3.58 21 39 ②

3.5 L4 0.14 0.06 2.44 0.06 2.27 2.13 4.46 60 99 ③

4.5 L5 0.20 0.06 3.33 0.06 3.09 9.27 5.99 155

深度(m)

FL法
エネルギー法

R
r n =0.65 r n =0.70

(b) 調査点7

L FL L FL WH
(kN/m2)

Eu

(kN/m2)

WH/Eu

(%)

AER
(%)

順番

0.5

1.5

2.5 L2 0.09 0.04 2.24 0.04 2.08 0.54 2.84 18 18 ①

3.5 L3 0.09 0.04 2.06 0.05 1.91 0.70 2.98 22 40 ②

4.5 L4 0.10 0.05 2.09 0.05 1.94 1.03 3.29 30 71 ③

5.5 L5 0.10 0.05 2.00 0.05 1.86 1.16 3.34 34 104

6.5 L6 0.16 0.05 3.17 0.05 2.94 7.67 5.24 145

エネルギー法
r n =0.70

FL法

R
r n =0.65深度(m)

L1
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に周期や継続時間が短いなどの理由でエネルギーが小さ

い，あるいは加速度が小さい割に周期や継続時間が大きい

などの理由でエネルギーが大きいような地震動の場合，両

者の差は大きくなり，rnの調整ではそのギャップを調整で

きなくなる。この結論は液状化が損失エネルギーと一意的

に結びついていることを前提とすれば当然と言え，エネル

ギー法の方が地震波動の特徴も捉えやすく FL 法より合理

的であると言えよう。このようにエネルギー法は優れた特

徴を有しており，従来の FL 法の信頼性を確認するための

比較手段として実務に適用する段階に来ている。今後はさ

らに多くの液状化事例に適用することによって信頼性を

向上させていく予定である。 
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Abstract 
Liquefaction potential at a site is currently evaluated by a Stress-Based Method (SBM) or FL-Method in almost all 
engineering practice. An Energy-Based Method (EBM) focusing on dissipated energy as physical quantity controlling 
liquefaction behavior was already proposed, but is not used in engineering practice. In this paper, Energy-Based 
Method proposed in a previous paper is applied to a uniform sand model, and evaluates liquefaction potential by 
different seismic motions to compare with FL-Method. Two evaluation results tend to be consistent with each other in 
many cases, though in a uniform sand deposit liquefaction always starts from shallow depth in EBM while it depends 
on dominant period of motions in SBM. Also shown is that EBM intrinsically reflects the effect such as durations and 
dominant periods in seismic motions without depending on parameters such as the stress reduction coefficient. Then 
actual liquefaction cases in Urayasu during Tohoku earthquake and in Tanno-cho during Tokachioki earthquake are 
studied by the two methods and the results are compared to know the applicability of EBM in comparison of SBM. 

 
Key words: liquefaction potential evaluation, energy-based method, FL-method, seismic ground motion, case study 

 


